
 

 

  

 

 

 

きらり のぎ食育プラン 

令和８年度～令和１２年度 

  

 

 

 
     

  

 

  

令和８年 ４月 
 



 

目 次 

第１章 計画の概要 ……………………………………………………………………… 

１                           第１節 計画改定の趣

旨 ……………………………………………………………… 

１                                     

第２節 計画の役割と位置付け ……………………………………………………… 

１                       

第３節 計画の期間 …………………………………………………………………… １ 
 

第２章 野木町の現状 …………………………………………………………………… ２ 

第１節 人口・世帯数 ………………………………………………………………… 

２                       

第２節 平均寿命と健康寿命 ………………………………………………………… ４ 

第３節 死亡の状況 …………………………………………………………………… ５ 

第４節 医療費の状況 ………………………………………………………………… ８ 

 第５節 要介護の認定状況 ……………………………………………………………１０ 

  第６節 食生活の現状 …………………………………………………………………１１ 

第７節 食の生産状況 …………………………………………………………………１５ 

第８節 地産地消・食育推進の評価 …………………………………………………１７ 
 

第３章 計画の基本方針 …………………………………………………………………１８ 

第１節 基本理念 ………………………………………………………………………１８ 

第２節 基本目標 ………………………………………………………………………１８ 

第３節 取組の方向 ……………………………………………………………………１８ 

第４節 施策の体系図 …………………………………………………………………２０ 

第５節 計画の目標 ……………………………………………………………………２１       
 

第４章 推進計画 …………………………………………………………………………２２ 

 第１節 施策の展開 ……………………………………………………………………２２ 

第２節 推進計画 ………………………………………………………………………２３             

   １．家庭での食育の推進 …………………………………………………………２３ 

２．地域での食育の推進 …………………………………………………………２４ 

３．食文化の継承と振興 …………………………………………………………２６ 

４．農とのふれあい、地産地消推進 ……………………………………………２６ 

５．食の安全・安心の理解と推進、環境との調和 ……………………………２８                 

６．保育所（園）・幼稚園・学校での食育の推進………………………………２９ 

７．食育推進運動の展開……………………………………………………… …３０ 
 

第３節 食育の推進体制 ………………………………………………………………３１                                                       

 野木町地産地消・食育推進体制 ………………………………………………………３２  

file:///F:/野木町健康増進計画【計画書】.doc%23_Toc224529868
file:///F:/野木町健康増進計画【計画書】.doc%23_Toc224529868
file:///F:/野木町健康増進計画【計画書】.doc%23_Toc224529869
file:///F:/野木町健康増進計画【計画書】.doc%23_Toc224529869
file:///F:/野木町健康増進計画【計画書】.doc%23_Toc224529869
file:///F:/野木町健康増進計画【計画書】.doc%23_Toc224529870
file:///F:/野木町健康増進計画【計画書】.doc%23_Toc224529870
file:///F:/野木町健康増進計画【計画書】.doc%23_Toc224529871
file:///F:/野木町健康増進計画【計画書】.doc%23_Toc224529873
file:///F:/野木町健康増進計画【計画書】.doc%23_Toc224529874
file:///F:/野木町健康増進計画【計画書】.doc%23_Toc224529874
file:///F:/野木町健康増進計画【計画書】.doc%23_Toc224529875
file:///F:/野木町健康増進計画【計画書】.doc%23_Toc224529876
file:///F:/野木町健康増進計画【計画書】.doc%23_Toc224529877
file:///F:/野木町健康増進計画【計画書】.doc%23_Toc224529878
file:///F:/野木町健康増進計画【計画書】.doc%23_Toc224529879
file:///F:/野木町健康増進計画【計画書】.doc%23_Toc224529880
file:///F:/野木町健康増進計画【計画書】.doc%23_Toc224529881
file:///F:/野木町健康増進計画【計画書】.doc%23_Toc224529882
file:///F:/野木町健康増進計画【計画書】.doc%23_Toc224529883
file:///F:/野木町健康増進計画【計画書】.doc%23_Toc224529884


 

 野木町地産地消・食育推進協議会設置要綱 …………………………………………３３               

野木町地産地消・食育推進協議会専門部会設置要領 …………………………… ３４ 

 

第１章 計画の概要 

第１節 計画改定の趣旨 

野木町は『「食」の大切さを理解し、「食」に対する感謝の気持ちを深め、健康な心と体と豊

かな人間性を育む』ことができるよう、これまで地産地消、食育活動に取り組んできました。 

近年、食に関する価値観や暮らしの多様化が進む中で、家庭や地域における「共食」や郷土

食の継承機会の減少、若い世代の食への関心の低下、働く世代の食習慣の乱れ、高齢者の低栄

養化など、取り組むべき課題は多く、心身の健康を培い、豊かな人間性を育むためにはこれら

課題への対応が求められています。 

また、家庭や社会の変容とともに、子どもたちの食生活も大きく変化しています。次世代を

担う子どもたちの健やかな成長のために、食生活は基本的なことであり、食べ物に対する感謝

の心を育て、「食」に関する正しい知識と理解を深め、望ましい食習慣を身につけられるよう、

食育の充実が強く望まれています。 

このようなことから、平成 23 年度には「野木町地産地消・食育推進計画」を策定し、その

後令和２年度には第３期計画を策定し、家庭・地域・消費者・生産者・学校・関係機関等が一

体となって、地産地消および食育の推進活動に取り組んできたところです。 

そして、その後５年が経過しようとしており、これまでの活動を振り返り、また、「食」の

新しい動きを踏まえ、第３期に続く「第４期野木町地産地消・食育推進計画」（以下「推進計

画」という。）の策定が求められています。 

 

第２節 計画の役割と位置付け 

本計画は、野木町（以下「本町」という。）における地産地消・食育推進の目標とする基本

方針と、その実現に向けて具体的な推進計画を明らかにし、今後、本町の地産地消・食育の活

動指針を定めるものであり、「食育基本法」第 18 条に規定する市町村食育推進計画および、

「地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進

に関する法律（六次産業化法）」第 41 条に規定する地域の農林水産物の利用の促進に関する

計画と位置付けます。 

 

第３節 計画の期間 

本計画の期間は、令和８年度から令和１２年度までの 5 年間とします。 

計画期間の最終年度である令和１２年度には見直しを行い、本町における地産地消、食育活

動を評価しながら、その後の計画について検討していくこととします。 
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なお、社会情勢の変化などによって、計画期間内においても見直しが必要になった場合には、

随時、見直しを行います。 

 

 

 

 

第２章 野木町の現状 

第１節 人口・世帯数 

（１）人口と世帯数の推移 

①人口の推移（３区分別） 
本町の人口推移をみると、総人口は減少傾向が続いており、令和 6 年では 24,295 人と、10

年間で 997 人減少しています。年齢 3区分別での推移を見ると、年少人口（0～14 歳）、生産
年齢人口（15～64 歳）は減少傾向にあるなか、高齢者人口（65歳以上）は、増加傾向にあり
ます。 

 

②世帯数の推移（世帯別） 
本町の世帯数の推移をみると、一般世帯数は増加傾向にあり、令和 2年では、9,822 世帯と

なっています。高齢夫婦世帯や一人暮らし高齢世帯が増加傾向にあります。 
 

●人口の推移 

 

※各年１０月１日現在  資料：毎月人口調査   

 

●世帯数の推移（世帯別） 
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（２）人口構造 

①年齢５階級別人口の推移（平成 30 年・令和 5 年） 

本町の年齢５階級別人口の推移をみると男女とも60歳代が減少し70～80歳代が増加してい

ます。また男女の 25～34 歳、男性の 0～4 歳及び 40～44 歳、女性の 35～39 歳の減少がみ

られます。 

●年齢５階級別人口の推移 

 

※各年１０月１日現在 資料：毎月人口調査  

②合計特殊出生率 

 

 
資料：国勢調査   

 



 

3 

本町の合計特殊出生率は、令和 2 年では、全国や県と同程度でしたが、以降大幅に減少し、

令和 4 年では 1.06 と全国や県を大きく下回っています。 

 

 平成30年 

（2018） 

令和元年 

（201９） 

令和2年 

（2020） 

令和3年 

（2021） 

令和4年 

（2022） 

本 町 1.33 1.27 1.32 1.18 1.06 

栃木県 1.44 1.39 1.32 1.31 1.24 

全 国 1.42 1.36 1.33 1.30 1.26 

                              資料：栃木県保健統計年報 
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第２節 平均寿命と健康寿命 

（１）平均寿命 

人が年を重ねた時、あと何年生きられるかが平均余命であり、0歳時における平均余命を特に

「平均寿命」としています。 

本町の平均寿命については、男性は 81.3 年、女性は 87.0 年となっており、女性が男性を上

回っています。男女ともに栃木県の平均寿命を上回ってはいるものの、全国平均には及ばない状

況です。 

 

 

（２）健康寿命 

「健康寿命」とは単なる生存だけではなく、生活の質を考慮した指標であり、「健康上の問題

で日常生活が制限されることなく生活できる期間」です。本町の令和 4 年における健康寿命は、

男性 79.64 年、女性 83.54 年となっており、県との比較では、男性で 0.27 年長く、女性で

0.04 年短くなっています。 

栃木県の健康寿命（国算出値）では、男性で全国 10 位、女性では 30 位に位置しています。 

 
●野木町と県の健康寿命（令和 4年） 

＜男＞ 

 

＜女＞ 

 
 資料：栃木県健康増進計画 

「とちぎ健康 21プラン（３期計画）」  

●野木町と県・国の平均寿命（０歳平均余命） 

＜男＞ 

 

＜女＞ 

 
 資料：令和２年市区町村別生命表の概況   
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第３節 死亡の状況 

（１）主要死因別死亡数 

近年における本町の令和 5 年の死亡数は 338 人となっており、近年増加傾向にあります。 

死因別の状況をみると、「悪性新生物(がん)」が 82 人で最も多く、次いで「呼吸器系の疾

患」が 40 人、「心疾患」が 39 人となっています。 

県と比較すると、令和 5年では、概ね同様の状況がみられますが、全体に占める「心疾患」

の割合がやや低くなっています。 

 

●死因別死亡数 
（単位：件） 

死因 

野木町 ※栃木県 

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和５年 

悪 性 新 生 物 67 75 74 82 5,975 

心   疾   患 46 46 51 39 3,672 

呼 吸 器 系 の 疾 患 35 35 37 40 2,809 

脳 血 管 疾 患 23 28 22 27 2,085 

自       殺 1 6 4 6 342 

肝   疾   患 2 2 4 2 306 

不 慮 の 事 故 6 8 11 8 658 

腎   不   全 7 6 9 9 437 

老       衰 17 15 45 36 2,948 

高  血  圧  性  疾  患 1 3 3 1 172 

糖   尿   病 4 6 2 6 267 

胃及び十二指腸潰瘍 0 0 1 1 26 

結       核 0 1 0 2 23 

そ   の   他 43 54 63 79 5,329 

死亡数計 252 285 326 338 25,049 

 資料：栃木県保健統計年報（各年） 
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（２）３大死因死亡率 

   ■悪性新生物（がん）の死亡率 

   本町の令和 5 年の悪性新生物（がん）による死亡率は 336.0 となっており、県及び全

国と比較し高い水準となっています。過去 5 年間の推移をみると、令和 4 年までは県・全国よ

り低い水準で推移していましたが、令和 5 年には県・全国の値を上回り、過去最高値となって

います。 

 

  

 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 

本 町 295.6 268.9 303.3 301.5 336.0 

栃木県 300.7 306.1 309.1 324.6 323.3 

全 国 304.2 306.6 310.7 316.1 315.6 

資料：栃木県保健統計年報（各年） 

■脳血管疾患の死亡率 

本町の令和５年脳血管疾患による死亡率は 110.6 となっており、全国の値は上回りま

すが、県の値は若干下回っています。令和元年以降に減少増加を繰り返しています。 

 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 

本 町 123.8 92.3 113.2 89.6 110.6 

栃木県 110.1 105.8 106.9 111.9 112.8 

全 国 86.1 83.5 85.2 88.1 86.3 

資料：栃木県保健統計年報（各年） 
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■心疾患の死亡率 

本町の令和 5 年の心疾患による死亡率は 159.8 となっており、県及び全国と比較して低い水準と

なっています。令和４年から令和 5年にかけて大きく減少しています。 

 

 
  

 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 

本 町 187.7 184.6 186.0 207.8 159.8 

栃木県 185.3 178.5 190.0 204.3 198.7 

全 国 206.4 187.6 220.4 233.1 235.3 

資料：栃木県保健統計年報（各年） 

（３）乳児死亡・新生児死亡・死産 

令和 5 年の本町における乳児死亡、新生児死亡はなく、死産（総数）は 2 件あり、内訳は自然 1

件、人工 1件となっています。 

 
（単位：人、％） 

  
出生 乳児死亡 新生児死亡 死産（総数） 死産（自然） 死産（人工） 

数 率 数 率 数 率 数 率 数 率 数 率 

栃 木 県 9,958 5.4  12 1.2  3 0.3  208 20.5  88 8.7  119 11.7  

野 木 町 116 4.8  - -  - -  2 16.9  1 8.5  1 8.5  

資料：令和 5年版 栃木県保健統計年報 

 

(人口 10 万対) 
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第４節 医療費の状況 

 

（１）国民健康保険医療費 

①加入状況 

国民健康保険の加入状況をみると、令和２年度以降、総人口の減少とともに保険者数も減少

傾向にあります。また、加入率も減少しています。 

令和 5 年度においては、被保険者の加入率は 22.4％となっています。 

 

●国民健康保険の加入状況 

  令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

総世帯数（世帯）   10,774 10,848 10,973 11,063 

総人口（人）   25,417 25,285 25,140 24,986 

 被保険者数（人）  6,123 6,075 5,896 5,618 

 加 入 率  24.0 24.0 23.4 22.4 

※各年度末現在 資料：住民課 

 

 

②給付状況 

給付状況をみると、給付件数は令和 2 年度以前より継続的に増加傾向にあります。一方、

給付費は令和 3 年度に一旦減少しますが令和４年度以降の給付額は増加傾向であり、令和 5

年度では約１９億２千万円にのぼります。 

 

●国民健康保険の給付状況 

  令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

件 数（件）   99,555 105,142 105,349 102,693 

給付額（千円）   1,854,393 1,821,290 1,824,328 1,925,053 

 資料：住民課 
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（２）後期高齢者医療保険 

 

① 加入状況 

後期高齢者医療保険の加入状況をみると、令和２年度以降に総人口の減少とは反比例して

被保険者数は増加傾向にあります。また、加入率も増加しています。 

令和 5 年度においては、被保険者の加入率は 16.5％となっています。 

 

●後期高齢者医療保険の加入状況 

  令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

総世帯数（世帯）   10,774 10,848 10,973 11,063 

総人口（人）   25,417 25,285 25,140 24,986 

 被保険者数（人）  3,509 3,657 3,915 4,144 

 加 入 率  13.8 14.4 15.5 16.5 

※各年度末現在 資料：住民課 

 

 

② 給付状況 

 

給付の状況をみると、年々件数が増加しています。それに伴い給付額も年々傾向です。 

 

●後期高齢者医療保険の給付状況 

  令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

件 数（件）   88,063 92,998 99,620 105,355 

給付額（千円）   2,392,293 2,528,067 2,713,475 2,769,722 

 資料：住民課 
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第５節 要介護の認定状況 

本町の要支援・要介護認定率は、令和 4 年以降増加しており、令和 6 年では 15.6％となっ

ています。要支援・要介護度別にみると、要支援 1 では令和 2 年の 212 人から令和 6 年には

292 人へと 80 人、要介護 1 では 261 人から 328 人へと 67人増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●野木町の要支援・要介護認定者数と認定率の推移 

 

※各年９月末現在 資料：介護保険事業状況報告  

212 215 246 280 292 

159 168 
182 

204 193 

261 279 
274 

292 328 

190 172 
182 

195 
198 142 154 

152 

137 
140 

141 144 
123 

120 
155 

112 110 94 
83 

74 

令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
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第６節 食生活の現状 

 

 

●小児肥満※の割合 

中学生の肥満の割合をみる

と、令和7年の「男子」では、1

６.８％、「女子」では9.4％とな

っていて男女ともに平成30年

に比べて増加しています。 

 

 

 
 

資料：野木町健康増進計画（改訂版）策定のための 
アンケート調査 

※以降、「改訂版策定のためのアンケート調査」と表記 

 

 

 

※小児肥満の判定 

 

 

 

 

上の式から肥満度（過体重度）を計算して、 

これが＋20％以上であれば肥満傾向、－20％ 

以下であればやせ傾向と判定します。 

数値と判定の詳細は右表の通りです。 

 

 

 

 

資料：児童生徒の健康診断マニュアル（改訂版） 

 

  

●小児肥満の基準 

判定 肥満度の値 

高度のやせ －30%以下 

やせ傾向 －30%＜20%以下 

標準 －20%＜20%未満 

軽度肥満 ＋20%以上＋30%未満 

中等度肥満 ＋30%以上＋50%未満 

高度肥満 ＋50%以上 

●肥満度（過体重度） 

＝〔実測体重（kg） －身長別標準体重（kg）〕/ 身長別標準体重（kg）× 100（％） 
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●男性のやせ・肥満割合 

男性の令和7年ＢＭＩを

みると全体ではやせ（ＢＭ

Ｉ18.5未満）の割合は

3.6％となっており、「20

～60歳」では4.3％となっ

ています。 

令和7年肥満（ＢＭＩ25

以上）の割合は全体では

33.6％となっており、「20

～60歳」では34.6％とな

っています。 

 

資料：改訂版策定のためのアンケート調査 

 

●女性のやせ・肥満割合 

女性の令和7年ＢＭＩ

をみると全体ではやせ

（ＢＭＩ18.5未満）の割

合は9.2％となっており、

「 40 ～ 60 歳 」 で は

11.0％となっています。 

令和7年肥満（ＢＭＩ

25以上）の割合は全体で

は24.3％となっており、

「 40 ～ 60 歳 」 で は

31.6％となっています。  

 

資料：改訂版策定のためのアンケート調査 
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●主食・主菜・副菜のそろった食

事の頻度 

主食・主菜・副菜を３つそろ

えて食べることが１日に２食

以上の日が週にどれくらいあ

るか尋ねたところ、「ほとんど

毎日」が34.3％と半数以上を

占めているほか、「週に４～５

日」が25.4％、「週に２～３

日」が24.7％、「ほとんどな

い」が15.0％となっていま

す。 

 

資料：改訂版策定のためのアンケート調査 

 

●朝食をとる頻度 

朝食をとる日が週にどれく

らいあるか尋ねたところ、「ほ

とんど毎日」が78.4％と大半

を占めている一方で、10.4％

は「ほとんどない」と回答して

います。 

 

資料：改訂版策定のためのアンケート調査 

 

 

 

 

 

 

 

ほとんど毎

日, 34.3%

週に４～５日, 

25.4%

週に２～３日, 

24.7%

ほとんどない, 

15.0%

無回答, 0.5%
ほとんど毎日

週に４～５日

週に２～３日

ほとんどない

無回答

ほとんど毎

日, 78.4%

週に４～５日, 

6.0%

週に２～３日, 

4.1%

ほとんどない, 

10.4%

無回答, 1.1%

朝食をとる頻度

ほとんど毎日

週に４～５日

週に２～３日

ほとんどない

無回答
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●十分な量の野菜（１日

小鉢５皿、350g程度）を

とれているか 

毎日野菜を十分にと

ることができているか

尋ねたところ、「するつ

もりはあるが、自信が

ない」が40.5％で最も

多く、以下、「するつも

りがあり、頑張ればで

きる」が29.7％、「既に

で き て い る 」 が

22.6％、「するつもり

はない」が6.4％とな

っています。 

 

資料：改訂版策定のためのアンケート調査 

 

●自分自身の食生活を今

後どうしたいか 

自分の食生活につい

て、今後どのようにし

たいと思うか尋ねたと

ころ、 

「今より良くしたい」

が49.3％、 

「今のままでよい」が

36.7％、「特に考えて

いない」が13.6％とな

っています。 
 

資料：改訂版策定のためのアンケート調査 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

既にできてい

る, 22.6%

するつもりがあ

り、頑張ればで

きる, 29.7%

するつもりはあ

るが、自信がな

い, 40.5%

するつもりはな

い, 6.4%
無回答, 0.9%

既にできている

するつもりがあり、頑張

ればできる

するつもりはあるが、自

信がない

するつもりはない

無回答

今よりよくした

い, 49.3%

今のままでよい, 

36.7%

特に考えていな

い, 13.6%

無回答, 0.4%

今よりよくしたい

今のままでよい

特に考えていない

無回答
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第７節 食の生産状況 

 (1)食料自給率※の推移 

 日本のカロリーベースの食料自給率は、国、県ともに横ばいで推移していま

す。栃木県の自給率は、令和５年度は７３％と全国第１２位です。 

       ○食料自給率の推移（カロリーベース） 

                            

（資料：農林水産省食料需給表） 

※食料自給率 

私たちが食べている食料のうちどのくらいが日本国内で生産されているかという割合

のこと。                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

71 71 71 
68 

73 

38 37 38 38 38 

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

食料自給率の推移

県 国
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(２)農家数及び農家人口 

高齢化や担い手の減少により、農家戸数は減少傾向にあります。兼業農家の減少

が目につきます。 

 

                

（資料：農林業センサス） 

 

(3)農業生産量 （R5） 

   野木町は米のほか､特産品のトマトなどの施設園芸も盛んで、その他には、二条大

麦や小麦、キュウリやレタスなどの露地野菜が多く生産されています。

米, 2,070

トマト, 

1,679

二条大麦, 

707

キュウリ, 

375

小麦, 295

レタス, 244
その他, 192

農業生産量（t）

米

トマト

二条夫麦

キュウリ

小麦

レタス

その他

 

                           (資料：農林水産統計年報)

 

 

第８節 地産地消・食育推進の評価  

91 82 98 102 114 78 

148 
112 

140 
68 44 74 

588 

474 361 

283 
241 

183 

平成７年 平成１２年平成１７年平成２２年平成２７年 令和２年

農家数及び農家人口(単位：戸)

第２種兼業

第１種兼業

専業農家
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項  目 
基準値

（R1） 

目標値

（R7） 

現状値 

（R7） 

評

価 

①中学生で朝食を食べない人の割合の減少 ８０．８％ ９０％ ７８．４％ Ｄ 

②主食・副菜・主菜を 3 つそろった食事が 1 日に

2食以上あることがほぼ毎日の人の割合 
４６．１％ ５８．０％ ３４．３％ 

Ｄ 

③小児肥満の割合の減少 （中学生） 男子 ７．１％ ５％以下 １６．８％ D 

女子 ３．８％ ３％以下 ９．４％ D 

④食育の推進に関わるボランティアの数の増加 ８８人 ９０人 ９０人 Ａ 

⑤親子食育体験教室開催数 ４８回 ５０回 ５０回 Ａ 

⑥地産地消レシピの作成 １００作品 １５０作品 １５０作品 Ａ 

⑦量販店における地場産コーナーの設置数 ３ヶ所 ５ヶ所 ３ヶ所 Ｃ 

⑧６次産業化により開発された商品数 ６品 ８品 ６品 Ｃ 

⑨農業法人数 １ ３ １ Ｃ 

⑩認定農業者数 ６５人 ７５人 ５８人 D 

⑪農業体験・収穫体験等のイベント参加者数 １２３名 １３５名 １１３名 D 

⑫保育所（園）幼稚園での食育体験の回数 ６回 ８回 ７回 B 

⑬給食での町内農産物の活用割合の増加 ９．７％ １５％ ３０．２％ A 

 

注）基準値参照元：①～② 平成３０年度野木町健康増進計画アンケート結果  

③ 平成３０年小児生活習慣病予防健診結果 

④～⑥  健康福祉課：調査の結果 

⑦～⑪  産業振興課：調査の結果 

⑫～⑬ こども教育課：調査の結果 

 

注）現状地参照元：①～② 令和 ７年度野木町健康増進計画アンケート結果 

           ③ 令和 ６年小児生活習慣病予防健診結果 

④～⑥  健康福祉課：調査の結果 

⑦～⑪  産業振興課：調査の結果 

⑫～⑬ こども教育課：調査の結果 

 

 

※評価：「Ａ」目標達成、「Ｂ」目標に達していないが改善傾向、「Ｃ」変化なし、 

「Ｄ」悪化傾向、「Ｅ」評価困難 

 

 

第３章 計画の基本方針 
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第１節 基本理念 

「食」の大切さを理解し、「食」に対する感謝の気持ちを深め、 

健康な心と体と豊かな人間性を育みます。 

 

第２節 基本目標 

   ・食の正しい知識を身に付け、健康で豊かな食生活を実践します 

   ・家庭と地域社会が一体となって食育をすすめます 

・野木町産農畜産物の生産と利用を拡大します 

・野木町の食文化を継承します 

   ・自然の恵みに感謝し、食に対する関心や感謝の心を育てます   

第３節 取組の方向 

１． 家庭での食育の推進 

    家庭は食生活の基本の場であり、子どもたちが健全な食習慣を身につけ、心     

身ともに健やかに育っていく上で、大きな役割を担っています。望ましい食習慣

の確立がなされるよう、食育講座や料理教室などの講座の開催や、家庭での食生

活の啓発活動を行い、保護者や子どもたちの食に対する関心と理解が深まるよ

う家庭での「食育」を支援します。 

 

 

 

 

２． 地域での食育の推進       

近年、様々な家族の状況や生活習慣が多様化する中で、食育を推進していく 

には家庭だけでなく、地域での取り組みが重要な役割を担っています。 

子どもから高齢者までの多様なライフステージ・ライフスタイルの人々が暮 

   らす地域において、地域で暮らす人々のそれぞれの役割とパートナーシップの 

   もとで地域で行われる様々な取り組みが重要であることから、地域における食 

   育を促進し、支援します。 

３． 食文化の継承と振興 

地域に古くから伝わる食習慣、郷土料理など、先人が大切に育んできた食文                                                              
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化を継承するとともに、地場産農畜産物を使った料理を開発するなど、地域に根

ざした食育、食文化の継承、振興を図ります。 

 

 

 

 

 

４． 農とのふれあい、地産地消推進  

    農業の体験を通じて、農畜産物の生産・消費に関する理解の促進を図ります。 

また、農業の高付加価値化の推進、野木町産農畜産物の積極的な活用・情報発信

により野木町産農畜産物の消費拡大に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

５． 食の安全・安心の理解と推進、環境との調和 

    安心・安全な野木町産農畜産物の生産、環境にやさしい農業を推進し、農畜

産物の信頼確保に取り組みます。情報提供により町民の意識向上を推進します。 

 

６． 保育所（園）・幼稚園・学校での食育の推進 

    健全な食生活、食に対する心を育むために、幼いころからの「食育」が重要

です。保育所（園）や幼稚園、学校の保育、教育の場において、家庭や地域と

連携を図りながら、計画的な「食育」を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

７． 食育推進運動の展開 

    住民一人ひとりの「食育」への理解を図り、「食育」が住民運動として発展

するよう、関係者が連携・協力します。また、住民全体の食生活改善運動へと

結びつくよう、「食事バランスガイド」の普及・啓発を図ります。さらに、毎

月 18 日の「のぎ地産地消の日」を広め、普及定着に取り組みます。
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第４節 施策の体系図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「
食
」の
大
切
さ
を
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解
し
、「
食
」に
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す
る
感
謝
の
気
持
ち
を
深
め
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健
康
な
心
と
体
と
豊
か
な
人
間
性
を
育
み
ま
す 

基本理念 

基本目標 

食の正しい知識を

身に付け、健康で

豊かな食生活を実

践します 

野木町の食文化を

継承します 

自然の恵みに感謝

し、食に対する関

心や感謝の心を育

てます 

家庭と地域社会が

一体となって食育

をすすめます 

取組の方向 

１．家庭での食育の推進 

２．地域での食育の推進 

３．食文化の継承と振興

m 

施策の展開 

①規則正しく栄養バランスのとれた食生活の推進 
②子育て世代の食育の推進 
③「家族で囲む楽しい食卓」の習慣化と環境整備 

①食育推進の人材育成 

②健康寿命の延伸につながる食育推進 

③食べ物を無駄にしない取り組み 

①米を中心とした「日本型食生活」の提唱・普及 

②郷土料理の継承 

③地産地消レシピの開発・普及 

 

①消費者と生産者の交流促進 

②地産地消による野木町の農畜産物の消費拡大 

 

５．食の安全・安心の理解

と推進、環境との調和 

① 安全・安心な農畜産物の生産 

②食品の安全性に関する情報の提供 

③環境にやさしい農業の推進 

①保育所(園)、幼稚園における食育の推進 

②小・中学校における食育の推進 

６．保育所（園）・幼稚園・

学校での食育の推進 

７．食育推進運動の展開 

①食育推進体制の整備 

②デジタル化への対応 

③「のぎ地産地消の日」の普及 

４．農とのふれあい、地産

地消推進 

野木町産農畜産

物の生産と利用を

拡大します 

2
0
 



 

21 
 

第５節 計画の目標 

 

 

※現状値：①～② 令和７年度健康増進計画アンケート結果 

       ③ 令和６年度小児生活習慣病予防健診結果 

④～⑥  健康福祉課：調査の結果 

⑦～⑪  産業振興課：調査の結果 

⑫～⑬ こども教育課：調査の結果 

項     目 

現状（R

７） 

目標年（R12） 

①朝食を「ほとんど毎日」とる人の割合 ７８．４％ ９０％ 

②主食・副菜・主菜を３つそろった食事が１日に２食以

上あることがほぼ毎日の人の割合 

３４．３％ ４６％ 

③小児肥満の割合の減少 

 （中学生） 

男子 １６．８％ 減少 

女子 ９．４％ 減少 

④食育の推進に係わるボランティアの数 ９０人 ９５人 

⑤親子食育体験教室開催数 ５０回 ５５回 

⑥地産地消レシピの作成 １５０作品 ２００作品 

 

⑦量販店における地場産コーナーの設置数 
３ヶ所 ５ヶ所 

⑧６次産業化により開発された商品数 ６品 ８品 

⑨農業法人数 １ ３ 

⑩認定農業者数 ５８人 ６５人   

⑪農業体験・収穫体験等のイベント参加者数 １１３名 １３５名 

⑫保育所（園）・幼稚園での食育体験の回数 ７回 ８回 

⑬給食での町内農産物の活用日数の割合 ３０．２％ ３５％ 
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第４章 推進計画 
第１節 施策の展開 

１．家庭での食育の推進 

① 規則正しく栄養バランスのとれた食生活の推進 

② 子育て世代の食育の推進 

③ 「家族で囲む楽しい食卓」の習慣化と環境整備 

 

  ２．地域での食育の推進 

① 食育推進の人材育成 

② 健康寿命の延伸につながる食育推進 

③ 食べ物を無駄にしない取り組み 
 
  ３．食文化の継承と振興 

① 米を中心とした「日本型食生活」の提唱・普及 

② 郷土料理の継承 

③ 地産地消レシピの開発・普及 

   

４．農とのふれあい、地産地消推進 

① 消費者と生産者の交流促進農業体験活動などの推進 

② 地産地消による野木町産農畜産物の消費拡大 
 

  ５．食の安全・安心の理解と推進、環境との調和 

① 安全・安心な農畜産物の生産 

② 食品の安全性に関する情報の提供 

③ 環境にやさしい農業の推進 

   

  ６．保育所（園）・幼稚園・学校での食育推進 

① 保育所（園）、幼稚園における食育の推進 

      （ア）食育指導体制の充実 

      （イ）食に関する体験活動の充実 

      （ウ）保護者、地域への情報提供 

② 小・中学校における食育の推進 

      （ア）食に関する指導体制の整備と充実 

      （イ）学校給食における地産地消の推進 

      （ウ）家庭・地域への情報発信 

      （エ）農業体験活動の促進 

      （オ）調理体験の充実  

 

  ７．食育推進運動の展開 

① 食育推進体制の整備 

② デジタル化への対応 

③ 「のぎ地産地消の日」の普及 
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第２節 推進計画 

 

   １．家庭での食育の推進 

食生活の基本の場である家庭における「食育」を推進します。 

   【施策の展開】 

① 規則正しく栄養バランスのとれた食生活の推進 

 生涯にわたって健全な体と心を培うためには、乳幼児から全世代まで切れ目

のない食育を推進していくことで重要です。 

１日３食とることや、栄養バランスを意識して食べるなど、適切な食習慣を身

に付けられるよう、幅広い世代に向けた周知・啓発に努めます。 

 また、食事を通した健全で豊かな暮らしの実現や満足感の向上に向け、各団

体・施設との連携や情報提供の充実を図ります。 

 

 

② 子育て世代の食育の推進 

 子どもたちが健やかに成長していくためには、朝食の摂取や早寝早起きなど

規則正しい生活習慣の実践が大切であることを認識し、「早寝早起き朝ごはん」

などの基本的な生活習慣や、主食・副菜・主菜をそろえたバランスのよい食事

などの重要性について啓発します。そのために家庭や学校、地域と連携し、様々

な食に関する正しい知識を身に付け実践できるように支援します。 

 

 

③ 「家族で囲む楽しい食卓」の習慣化と環境整備 

家族で食卓を囲むことの大切さを認識し習慣化を図ります。子どもにとっては

食事のマナーを学ぶ重要な場であることから食前食後のあいさつや正しい箸の

使い方など、食事のマナーを楽しい雰囲気のなかで習得できるようにします。 
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２．地域での食育の推進 

地域で暮らす人々が一体となって、地域全体の「食育」を推進します。 

   【施策の展開】 

① 食育推進の人材育成 

       地域で食を通じた健康づくりの役割を担う食生活改善推進員*1 を養成・育成      

し、地域での食育活動を推進します。 

       また、地域で食育活動をしているボランティアグループの方々が活躍できる

よう支援します。 

       *1食生活改善推進員 

        「私達の健康は私達の手で」を合言葉に、地域の健康づくりを応援する 

       “食”のボランティアグループです。野木町では平成２０年より活動をし 

        ていて、減塩や食育等を中心に活動しています。 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 健康寿命の延伸につながる食育推進 

 メタボリックシンドロームや生活習慣病予防のための特定保健指導や栄養相

談の実施や、高齢者が健康でいきいきと生活できるよう、低栄養を予防する食生

活や口腔機能の保持増進等の充実を図ります。 

また、食生活改善推進員による「とちぎのヘルシーグルメ推進店」*の活用

を推進します。 

*とちぎのヘルシーグルメ推進店 

   県では、県民一人ひとりの食塩摂取量の減少及び野菜摂取量の増加をはじめ

とする食生活の改善を促進するため、栄養成分表示やヘルシーメニューの提供、

ヘルシーオーダーの対応等、県民の健康づくりに配慮した食事を提供にする飲

食店等を「とちぎのヘルシーグルメ推進店」として登録・公表することにより、

塩分が少なく栄養バランスのとれた食事がとれる環境を整備するとともに県

民の「とちぎのヘルシーグルメ推進店」の利用促進を図ります。 

 

③ 食べ物を無駄にしない取り組み 

      町民一人ひとりが、食べ物を無駄にしない意識を高め、「もったいない」気持

ちを育む取り組みを推進します。町では収集した生ごみを堆肥にして再資源化

しています。 

また、食品・食材や食べ残しを廃棄するのは『もったいない』ことであり、

食べきりを啓発するとともに、食べきれない食品を預かり町総合サポートセン

ターで活用する『フードドライブ』の周知を図ります。
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まだ食べられるのに、捨てられてしまう食べ物のことを「食品ロス」といいます。食べ物
を捨ててしまうのは、もったいないだけでなく、地球環境にも悪影響が。今、これからの
未来に向けて、食品ロスを減らすためのさまざまな取り組みが行われています。 
国内では年間約４６４万トン（※）以上の食品ロスが発生しています。 

（※令和５年度環境省及び農林水産省推計） 

 

日本での食品ロスの原因は、大きく分けて 2 つあります 

 

１，スーパーマーケットやコンビニエンスストアなど小売店での売れ残りや返品、飲食店で

の食べ残し、売り物にならない規格外品といった事業系食品ロス。 

２，家での料理の作り過ぎによる食べ残しや、買ったのに使わずに捨ててしまうこと、料理

を作る時の皮のむき過ぎなどの家庭系食品ロス。 

 

食品ロスを放置すると、大量の食べ物が無駄になるだけでなく、環境悪化や将来的な人口増

加による食料危機にも適切に対応できません。食品ロスの削減は、先進国にとっても途上国

にとっても、避けて通れない喫緊の課題となっています。 

 

先進国では余った食料がまだ食べられるのに捨てられているのが現状です。日本の食料自給

率は先進国の中でも低く、多くの食べ物を海外からの輸入に頼っています。しかしながら、

多くの食品ロスを生み出しているという状況は、社会全体で解決していかなくてはならない

課題の一つです。 

 

 

 

 

 
買い物編 
01. 家にある食材をチェックしてから買い物へ 
02. 家にある食材から優先的に使う 
03. 買うときは『使いきれるか』を考えて 
 
冷蔵庫活用編 
01. 小さなものはかごを活用 
02. 何も置かないスペースを用意 
03. 中身が見える透明な容器を用意 
04. 早く食べきりたい料理や食材は目立つ場所に 
05. 冷蔵庫は『縦』に収納 
 

調理テクニック編 
01. 作りすぎないように工夫を使用 
02. 在庫一掃の日を設けて食べきろう 
03. 残った料理をリメイクしよう 
 

日々の買い物や料理の仕方など少し意識するだけで、楽しく気軽に食品ロス削減と社会貢献

に参加することができます。無駄を省いて廃棄量を減らす取り組みをしましょう。 

  

引用 農林水産省

 

一人ひとりができること 

コ ラ ム  『食 品 ロ ス 』 
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３．食文化の継承と振興 

野木町の風土や伝統行事、古くからの習慣などと結びついた地域に根ざした食文化を理解し、

次の世代へと継承していきます。 

 

   【施策の展開】 

① 米を中心とした「日本型食生活」の提唱・普及 

       米を主食に、地元で採れた旬の野菜、魚、肉、卵、大豆製品などの多様な副食からな

る栄養バランスに優れた我が国独自の食生活の実践を提唱し、広く町民への普及を図

ります。 

 

② 郷土料理の継承 

       地域の行事や習慣などと一体となった「しもつかれ」*などの郷土料理が継承されて

います。各種料理教室や学校給食等を通して、伝統的な食文化を次世代に継承するよ

う努めます。 

 

③ 地産地消レシピの開発・普及 

野木町産農畜産物を活用した料理レシピを作成し、町の広報やホームページなどを

通じて情報提供するとともに、各種料理教室や保育所、学校、事業所、福祉施設等の

給食において活用してもらい、広く普及に努めます。 

 

    *しもつかれ 

     栃木県を中心とした北関東一帯に残っている初午の行事食で、無病息災・五穀豊穣の

祈りが込められている。節分の豆の残りと塩鮭の頭、油揚げ、酒粕、少し硬くなりだした

大根、にんじんを鬼おろしですったものを入れて煮た生活の知恵にあふれた料理。 

 

４．農との触れ合い、地産地消推進 

町民の農畜産物の生産・消費に関する理解と、野木町産農畜産物の消費拡大を図ります。 

 

   【施策の展開】 

① 消費者と生産者の交流促進 

（ア）農業体験活動などの実施 

生産者や農業関係者、食品関連事業者、関係団体と協力し、農業体験活動や農産物加

工講習会の実施を拡大します。 

町民自身が農業に携わる機会を増やし、消費者と生産者との相互理解を図ります。 

（イ）体験活動に関する情報提供 

市民農園の利用、ユニバーサル農業＊１・教育ファーム＊２・グリーンツーリズム＊３

の取り組みを推進します。 

これらの情報を積極的に提供し、農業への興味・関心を深めることによって、農村地

域の活性化を図ります。 
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*1 ユニバーサル農業 

子どもや高齢者や障がい者など様々な人が農業に取り組める環境づくりにより、農業

の多彩な効用を享受し農業・農村の理解促進と社会的価値の向上を図る取り組みのこと。 

 

*2 教育ファーム 

自然の恩恵や食に関わる人々の様々な活動への理解を深めることなどを目的として、

農林漁業者が一連の農作業体験などの体験の機会を提供する取り組みのこと。 

 

*3 グリーンツーリズム 

農山漁村地域において自然、文化、人々との交流を楽しむ滞在型の余暇活動のこと。 

 

 

 

 

 

 

 

② 地産地消*1による農畜産物の消費拡大 

（ア）６次産業化*2の推進 

地元農畜産物を使った商品開発・販売の支援をします。 

町の特産品や郷土料理など、「食」に関連する産業の振興を図ります。 

 

 （イ）学校給食への地元農畜産物の活用促進 

学校給食等における有機農産物等の活用を拡大します。食への関心と感謝の気持

ちを持つこと、食材を通して農業やそれらの生産に携わる人たちの取り組みを学び

ます。 

 

     （ウ）野木町産農畜産物のＰＲ活動の推進 

量販店や小売店における地元農畜産物販売コーナーの設置拡大や、農畜産物直売

所、生産組織の支援に力を注ぎ、野木町産農畜産物の消費拡大を図ります。 

 

*1 地産地消 

「地場生産－地場消費」を略した言葉で、地域で生産されたものを地域で消費

すること。食料に対する安全志向の高まりを背景に、消費者と生産者の相互理解

を深める取り組み。 

*２ ６次産業化 

第１次産業である農林水産業が、生産だけにとどまらず、加工・販売などの

第２次産業、サービス業などの第３次産業まで含め、一体化した産業として農業

の可能性を広げようとするもの。 
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５．食の安全・安心の理解と推進、環境との調和 

    安全・安心な野木町産農産物の生産・消費者の意識向上、環境にやさしい

農業の推進を図ります。 

 

  【施策の展開】 

① 安全・安心な農産物の生産 

       農薬の適正使用や衛生管理などの食品安全に関する取り組み GAP*１や

トレーサビリティシステム*２の導入を推進し、安全・安心な農産物の提供

を支援します。 

 

*１ GAP（農業生産工程管理） 

      的確な安全管理、適正な栽培管理、農作業方法の見直し等、農作業ごとに安

全な農産物を生産するための管理のポイントを整理したもの。 

    *２ トレーサビリティシステム 

     「足跡を追う（トレース）」と「できること（アビリティ）」を合わせた言葉で、

農産物の流通から生産現場まで遡りその履歴を見ることのできるシステム。 

 

② 食品の安全性に関する情報の提供 

食品の安全性について、消費者の意識向上を図ります。食品表示の正しい

知識の普及啓発と情報提供に努めます。また、農産物のモニタリング検査の

実施により、食の安全の確保と安全性の周知に努めます。 

③ 環境にやさしい農業の推進 

化学肥料・農薬の使用等による環境負荷を軽減する環境保全型農業の取

り組みを推進します。また減農薬・減化学肥料など生産者の環境負荷低減

として「みどり認定」の取組を啓発し、生物多様性保全など効果の高い営農

活動に取り組む農業者を支援するとともに、低農薬栽培への取組を推進し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「みどり認定」とは、環境に配慮した農業を推進するための国の制度です。 

みどり認定制度は、環境負荷を低減する農業を推進することで、持続可能な食料システム

の構築を目指しています。 

みどり認定を受けることで、以下のようなメリットが期待できます。 

環境負荷低減:化学肥料や化学農薬の使用量削減等、環境に配慮した農業を推進できます。 

経営の安定化: 補助金や税制優遇により新たな技術導入や設備投資がしやすくなります。 

消費者への PR: 環境に配慮した生産者として、消費者にアピールできます。 

引用 農林水産省 みどりの食糧システム戦略 

 

 

～み ど り 認 定 と は～ 
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６．保育所（園）・幼稚園・学校での食育の推進 

       保育所（園）、幼稚園、学校などの保育・教育の場で計画的な「食育」を推進します。 

【施策の展開】 

①保育所（園）、幼稚園における食育の推進 

（ア） 食育指導体制の充実 

子どもたちに「食べる力、生きる力」が培われるよう、保育計画に連動した食

育計画を作成し、関係職員の連携のもと組織的な取り組みができるよう推進し

ます。 

（イ） 食に関する体験活動の充実 

子どもが楽しみながら食に興味が持てるよう園庭などでの野菜栽培や調理活

動などの体験の機会を拡大します。 

（ウ）保護者、地域への情報提供 

子どもの基本的な生活習慣形成のため、献立表や食育だよりを通じて情報 

提供を行い、朝食摂取や早寝早起きなど生活リズムを向上させるよう取り組み

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

②小・中学校における食育の推進 

（ア） 食に関する指導体制の整備と充実 

子どもが食について総合的かつ計画的に学ぶことができるよう、学校教育活動

全体を通じた食に関する指導の年間計画を作成し、関係教職員が連携・協力しな

がら、組織的な取り組みを推進します。 

栄養教諭が中心となり、児童生徒の健康の保持増進のため、健全な食生活を実

践できるよう集団指導を進めていきます。また食に関する健康課題を有する児

童生徒に対して、養護教諭と連携し、個別の事情に応じた対応、相談指導を充実

します。（例：肥満児童生徒の栄養指導、スポーツ栄養指導、アレルギー面談） 

（イ） 学校給食の充実 

学校給食は、食育の「生きた教材」として活用しています。郷土食や伝統的な

食文化を継承した献立の充実を図るとともに、安全・安心な学校給食の提供を行

います。また、子どもの健康状態や発育・発達状態を考慮した食事内容への配慮

や食物アレルギーへの対応を推進します。 

（ウ） 学校給食における地産地消の推進 

食料の生産・流通・消費に対する子どもの関心と理解を深め、郷土愛を育むた



 

30 
 

めに、生産団体等との連携体制を整え、学校給食における地場産物の日常的な活用

を促進します。（例：毎月１８日はのぎ地産地消の日） 

（エ） 家庭・地域への情報発信 

「食育だより」等を通じて、規則正しい食生活の大切さ、朝食の重要性などにつ

いて情報発信するなど、保護者を中心として家庭・地域における食育を支援します。 

（オ） 農業体験活動の促進 

学校農園等を活用した農業体験を推進します。（例：育てた野菜を給食へ使用、

野菜の販売） 

（カ） 調理体験の充実 

児童生徒に調理実習を通し、食事を作る楽しさや食品を選択する力、食べ物に

感謝する気持ちを育てます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．食育推進運動の展開 

   「地産地消」、「食育」の活動が町全体で盛り上がるよう支援します。 

【施策の展開】 

①  食育推進体制の整備 

地産地消・食育推進計画をもとに、町をはじめ、農業、教育、消費者、食品流通、

健康づくり等の関係団体やボランティアなどが連携を図りながら、地域の特色を

活かした一体的な食育推進運動を展開するための体制を整備します。 

また、町や食生活改善推進員などを通して、食事バランスガイドの普及啓発を行

い、町民が食生活に活用できるよう支援します。 

②  デジタル化への対応 

デジタル技術の活用が進む中で、SNSの活用など、デジタル化に対応した情報

発信に取り組みます。 

③  「のぎ地産地消の日」の普及 

町では毎月 18 日を「のぎ地産地消の日」と定め、普及啓発を行います。18 日

にのぼり旗が掲げられている町内のお店では野木町産農畜産物の販売や、野木町

産農畜産物を使用した料理を提供します。 

６月の「食育月間」、毎月１９日の「食育の日」、１０月の「とちぎ食育推進月間」

などの機会を捉えて、地産地消・食育に関する取り組みを行い、効果的に食育推

進運動を展開します。 
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第３節 食育の推進体制 

 

食育基本法 

 

食育推進基本計画 

 

栃木県食育推進計画 

 

野木町食育推進計画  

 

野木町地産地消・食育推進協議会           専 門 部 会 

 

家 庭 
 

保育園   幼稚園   学 校   地 域   生産者   事業所   行 政 

 

 

【食育推進の連携】 

保育所 

      幼稚園 

学 校 

       

        連 携               連 携      

 

                              

     生産者 地 域 

               家 庭 

 

連 携                 連 携   

   

事務所                    行 政         

          連 携            

                     

 

食育の推進にあたっては、家庭を中心として、あらゆる関係団体の連携が必要となっ

てきます。それぞれが行っている食育への取り組みを、点から線へ、線から面へとつなげ

ていくことが大切です。 
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◆◆◆◆◆◆野木町地産地消・食育推進体制◆◆◆◆◆◆ 

野 木 町 地 産 地 消・食 育 推 進 協 議 会 

   

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関係機関との連携・協力 

 効率的で実効性のある取り組みの展開を図るため、町民・地域・関係団体・行政等が連

携・協力し、協働で進めていく体制を確立します。 

 

 

 

生産流通部会 

○担当 

産業振興課 

○メンバー 

副町長（部会長） 

野木町農業委員会長 

小山農業協同組合東部営農支援センター長 

小山農業協同組合営農部園芸課長  

矢畑むらづくり組合長 

野木町工場協会長 

野木町商工会事務局長 

地域家庭部会 

○担当 

健康福祉課 

○メンバー 

野木町医師団代表（部会長）  

野木町食生活改善推進員会長  

栃木県飲食業生活衛生同業組合協議会野木支部長  

 

乳幼児・児童生徒部会 

○担当 

こども教育課 

○メンバー 

野木町教育長（部会長） 

栄養教諭 

下都賀地区学校給食研究会理事 

学校給食研究会長 

PTA 連合会長 

りんご保育園長 

いちご保育園長 

認定こども園野木幼稚園長 

法得幼稚園長 

学校調理員 

○具体的な取り組み 

 

・地産地消の推進 

・収穫体験の実施 

・食の安全・安心の 

取り組み 

○具体的な取り組み 

 

・バランスのとれた 

食生活の推進 

・栄養、運動教室等

の 

 開催 

○具体的な取り組み 

 

・学校、保育所等の 

食育の組織的、計

画的推進 

・給食の充実 
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   野木町地産地消・食育推進協議会設置要綱 

 

 （設置） 

第１条 食品の偽装表示問題や輸入農産物の残留農薬等、食の安全性に対する消費者 

 の関心が高まっていることから、安全で安心かつ新鮮な農産物を確保するため、生 

産者と消費者の交流を図り、地元で生産されたものを地元で消費する地産地消及び 

子供たちが地域の良さを再認識し、食事の大切さを理解し、正しい食事のあり方や 

望ましい食習慣を身につけ、健全な食生活を実践することができる人間を育てるた 

めの食育を推進し、もって町民の健康な食生活の向上を図るため、野木町地産地消 

・食育推進協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

 （所掌事務） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項を所掌する。 

 ⑴ 地産地消及び食育の推進に必要な調査研究に関すること。 

 ⑵ 地産地消及び食育の推進方針及び計画等の策定に関すること。 

 ⑶ 地産地消及び食育の推進に係る啓発活動、情報交換等に関すること。 

 ⑷ その他地産地消及び食育の推進に必要なこと。 

 （組織等） 

第３条 協議会の委員は、町長及び次に掲げる者の中から、町長が委嘱する。 

 ⑴ 生産者団体等の代表者 

 ⑵ 流通商工団体等の代表者 

 ⑶ 消費者団体等の代表者 

 ⑷ 食育に関する団体等の代表者 

 ⑸ 保育所、学校、ＰＴＡ等の教育関係者 

 ⑹ 学識経験者 

 ⑺ その他町長が必要と認める者 

２ 協議会に会長及び副会長を置く。 

３ 会長は、町長をもって充て、副会長は、会長が委員の中から指名する。 

４ 会長は、協議会を代表し、会務を総括する。 

５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。 

 （任期） 

第４条 委員の任期は３年とする。ただし、委員が欠けた場合における後任の委員の 

任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

 （会議） 

第５条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が必要に応じて招集し、そ 

 の議長となる。 

２ 会長は、特に必要があると認めたときは、会議に関係者の出席を求め、その意見 

 を聴くことができる。 

 （専門部会） 

第６条 協議会の所掌事務を補佐するため、専門部会（以下「部会」という。）を置 

 くことができる。 

２ 部会について必要な事項は、会長が別に定める。 

 （庶務） 

第７条 協議会の庶務は、産業振興課、健康福祉課及びこども教育課において処理する。 

 （委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が別 

 に定める。 

    附 則 

 この要綱は、公布の日から施行する。 
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   野木町地産地消・食育推進協議会専門部会設置要領 

 

 （目的） 

第１条 この要領は、野木町地産地消・食育推進協議会設置要綱（平成２０年野木町告示

第１７６号）第６条の規定により設置する専門部会に関し、必要な事項を定めること

を目的とする。 

 （設置） 

第２条 野木町地産地消・食育推進協議会（以下「協議会」という。）に次に掲げる専門

部会を置く。 

 ⑴ 生産流通部会 

 ⑵ 地域家庭部会 

 ⑶ 乳幼児・児童生徒部会 

２ 部会は、地産地消及び食育に関するそれぞれの施策の実施を推進するとともに、部

会相互の情報交換及び連絡調整を図りながら、お互いに協力及び連携し、総括的な地

産地消及び食育の推進に努める。 

 （所掌事務） 

第３条 専門部会（以下｢部会｣という。）の所掌事務は次に掲げる事項とする。 

 ⑴ 地産地消及び食育の推進方針、計画等の原案の作成に関すること。 

 ⑵ 地産地消及び食育計画の実施を推進すること。 

 ⑶ その他地産地消及び食育の推進に関すること。 

 （組織等） 

第４条 部会は、別表に掲げる者をもって組織する。 

２ 部会に部会長及び副部会長を置き、部会長は協議会会長の推薦によりこれを定め、

副部会長は部員の互選によりこれを定める。 

３ 部会長は、部会を代表し、会務を総括する。 

４ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故あるときは、その職務を代理する。 

 （任期） 

第５条 部員の任期は、３年とする。ただし、前任者が欠けた場合における後任者の任期

は、前任者の残任期間とする。 

 

 （会議） 

第６条 部会の会議（以下「会議」という。）は、部会長が必要に応じて招集し、その議

長となる。 

２ 部会長は、必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求め、その説明又は意

見を聴くことができる。 

 （庶務） 

第７条 部会の庶務は、生産流通部会は産業振興課、地域家庭部会は健康福祉課、乳幼

児・児童生徒部会はこども教育課において処理する。 

  



 

35 
 

（任期） 

第８条 この要領に定めるもののほか、部会の運営に関し必要な事項は、部会長が部会

に諮って定める。 

   附 則 

 この要領は、平成２１年８月１７日から適用する。 

 

   附 則 

 この要領は、平成３０年２月２日から適用する。 
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別表（第４条関係） 

区分 団体名称等  

生産流通部会 野木町副町長 

野木町農業委員会長 

小山農業協同組合東部営農支援セ 

ンター長 

小山農業協同組合営農部園芸販売課

長 

矢畑むらづくり組合長 

野木町工場協会長 

野木町商工会事務局長 

その他部会長が適当と認める者 

 

地域家庭部会 野木町医師団代表 

野木町食生活改善推進員会長 

栃木県飲食業生活衛生同業組合協 

議会野木支部長 

野木町消費者友の会長 

その他部会長が適当と認める者 

 

乳幼児・児童生徒部会 野木町教育長 

栄養教諭 

下都賀地区学校給食研究会理事 

学校給食研究会長 

ＰＴＡ連合会長 

りんご保育園長 

いちご保育園長 

認定こども園 野木幼稚園長 

法得幼稚園長 

その他部会長が適当と認める者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

み ん な で 食 育 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

食育についての問い合わせ先 

 

野木町産業振興課 野木町健康福祉課 野木町こども教育課 

      農業振興係 健康増進係 学校教育係 

TEL 0280-57-4151    TEL0280-57-4171       TEL0280-57-4182 

  

 

 


